





































































②大会社 (資本金 5億円以上、又は負債総額 200
億円以上の企業 )



















































































































































































































































途を前提に、B／ Sや P／ Lのみならず勘定科目
明細や試算表、設備計画概要や収支予測データ等、
場合によっては中期経営計画書まで提出を求められ
るが、林原社は簡便な財務資料（B／ Sと P／ L
のみ）で通用してしまったようである。何故なら、
会社四季報を見れば中国銀行の筆頭株主で、株価×
株数で時価額が判明し、また所有不動産も県庁所在
地である岡山市の岡山駅前の一等地に 15千坪強を
保有し、実勢時価は容易に把握できる為、メインバ
ンクを筆頭に各金融機関とも「あそこは（資産があ
るから）大丈夫」と、資金使途の精査もせず安易に
貸し込んだことが、林原社の破綻の一因になったの
ではないか。これが上場企業であれば、有価証券報
告書提出や適時開示のシステムが整備されているの
で、こういった事態に陥ることはなかったので残念
である。
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（３）コミュニケーション不足
　林原健社長は 1997年（平 9）に藍綬褒章を受章
し、2003年（平 15）には日経新聞の「私の履歴書」
に連載され、経営者として「成功者の証」といった
評価がなされ、いわば神格化された様子がうかがえ
る。林原健社長に対して、周りは慮って何も言って
こない、いわば裸の王様になってしまっていたよう
だ。事実、弟の林原靖専務が主導した粉飾決算につ
いて林原健社長の耳に入ったのは、メインバンクの
指摘であったということは、兄弟間（社長・専務）
でも意思の疎通が乏しかったといえよう。その他に
も、メイン・準メインバンクからのデットガバナン
スは破綻直前まで特段なかった様子であり、以前か
ら適宜適切な双方のコミュニケーションが図れてい
たのであれば、破綻という最悪な事態は回避できた
と思料される。
３．林原社破綻からの教訓
　林原社の弁済率を鑑みた場合、本来破綻するはず
がなかった企業であり、二度とこういった企業が発
生しない為にも、以下の３点が重要である。
　１点目は正しい経営である。それはルールを守る
ことであり、企業であれば最低限の会社法に則った
マネジメントをする必要がある。
　２点目は、粉飾決算などしない透明性を確保した
経営である。コンプライアンス遵守も含めて、当た
り前のことを当たり前に行うことである。
　３点目は、経営トップは意識して社内・社外を問
わず適切なコミュニケーションを持つように努め、
特に苦言を呈してくれる存在の確保は必須であるこ
とを肝に銘じるべきである。
Ⅳ．おわりに（提言）
　上場・非上場２社の同族系企業の破綻事例を通じ
て、創業家、特に創業者の先見性やリーダーシップ
には目を見張るものがあるが、２代目以降になると
トップとしてのマネジメントは難しいことが判明し
た。
　同族系企業のコーポレート・ガバナンスの確立は
難しく、日本では更に金融商品取引法改正、会社法
改正にて規制を強化する方針である。制度として拡
大化している独立社外取締役において、中小企業診
断士をはじめ、従来から独立社外役員に入ることが
多い弁護士・公認会計士・税理士等の士業が牽制役
として名を連ねることを、各種の法改正により制度
化することができないかを筆者は提言したい。
　当然ながら、士業が独立社外取締役等に入っても
最初から万能であるとは限らないが、明らかにガバ
ナンスの改善へ向かうものと筆者は考える。
　最後に、本研究を通じて「当たり前のことを当た
り前に行う」といった正しい企業運営が、コーポレー
ト・ガバナンスの起点であり、極めて簡単なことで
あると帰結したが、実際にはかなり難しいことであ
ることもわかった。今後も筆者は日本企業のコーポ
レート・ガバナンス向上にむけて、多角度からアプ
ローチを図り、実際の企業運営の一助となるべく、
微力を尽くしていく所存である。
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